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は昭和 24 ・ 6 ・ 1 である。しかしながら公共企業休としての国鉄

には，その経蛍の自主性がいちじるし く 制約されており ， これ

が問題になっている。

参考文献 占部都美若 公共企業体論 (11日和 27) 。高橋秀機

~ニ 交通の近代的経営 (11召和 28) ， (木俣彰一)

こうきょうきぎょうたいとうろうどういいんかい 公共企

業体等労働委員会 公共企業休等と その職員との聞の労働側

係にl却する紛争について，あ っせん・?品，lfi;' . 仲裁を行レ，ま た

は不当労働行為の判定等の事務を行うため， 公共企業休等労働

l誕l係 t去にもと づいて設けられた労働省の外局。

1 沿.tÌ~

公共企菜{本当J労働|刻係法(略称公労法)は ， IIß和 23 ・ 7 -， ・ノ グ 7

ーサーの総理大臣宛{!}閃により ， 国鉄および専売公社の労働1 )( 1

係を規律するため立法されたもので， IIß平~l 24 ・ 6 ・ 1 tJ' ら施わさ

れ，これにもとづいて公共企業体等仲裁委員会 と 国鉄， IJj光の

別に公共企業体等調停委員会が中央および地方にでき ， 地方都1

停委員会はその管;.W l1!! J威内の労使聞の紛争を，中央調停委員会

は 2 つの地方調停委員会の管轄区域にまたがる紛争 と ， 本社と

労組本部間の紛争の制停を行い ， f'I' 1j1(委員会は中央，地方の訓

w委員会が調停をなし得なかった事件，ま たは仲裁が適当であ

るとして当事者から直接仲裁申請された事件および不当労働行

為の判定を行った。 27 年公労法は改正され， 同年 8 ・ l から電信

電話公社が適用を受けることとなり ， これと ともに国鉄専売日IJ

の調1亭委員会は廃止されて ， 中央 1 ， 地ブj9 の調停委員会とな

り ， 公共企業体等仲裁または中央調停， あるいは地方調停委員

会と改称した。 28 ・ 1 から国の経営する企業， Jl IJち郵政 ・ 林!JlJ ・

印刷1 . 造幣・アノレコーノレ専売のいわゆる国家五現業にも公労法

が適用されるようになった。

1 1 ・ 5 ・ 21 公労法は大き く 改正されたが (8 ・ l 施h) ， これに よ

り イ~，~長 ・ 調停の各委員会は廃止され，新たにこれらを統合した

公共企業体等労働委員会が設けられた。 発足以来廃止までの 7

年間1に中央 ・ 地方都1停委員会に係属した事案は 279 件で ， うら

国鉄関係は 160 件であった。また仲裁委員会に係属したものは

総数 60 件で，裁定を出したもの 20 件，指示 7 糾，国鉄関係で

は総数 29 件， 裁定を 11\ したもの 7 件， 指示 5 件である。不当労

働行為関係事案は 6 f'l で ， うち 3 件が国鉄|其1I系であった。

2 組織

公共企業休等労働委員会は，公益を代表する委員(公益委只)

5 ， 公共企業休等を代表する委員(使用者委員) 3，職員を代表

する委員(労働者委員) 3 で組織される。公益委員は労働大臣が

労使委員の怠見をきいて作成した， 委員候干iIì者名簿に記放され

ている者のうちから国会の同意を得て ， 使用者委員は公共企業

体等の， 労働者委員は労働組合のおのおの村fëせんにもとづいて ，

皆内閣総理大臣が任命する。公益委員の任期が満了し，または

欠員を生じた場合に，国会が閉会中であるとか，衆議院のWf.1放

で商議院の同意を得ることができない場合は，委員候補者名簿

に記載されている者のうちから ， 総理大臣は公設委員を任命す

ることができるが， この場合は任命後最初Jの国会で承認を求め

なければならぬ。 両議院の事後承認が得られないときは ， 総迎

大臣はその公益委員を飽免しなければならぬ。また公益委員の

うち 2 人以上が同一政党に属することがないよう任命しなけれ

ばならない。委員会の委員は非常勤の国家公務員であるが， 公

益委員のうち 2 人以内は常勤の国家公務員とすることができ る。

なお委員にはつぎのような欠格条項がある (1) 禁治産者 ・ 準

禁治産者または破産者て'復権を得ない者 (2) 禁鋼以上の刑に

処せられ，その執行を終るまで，または執行を受けることがな
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くなるまでの者。 さらに公議委員に附しては (1) 国会または

地方公共団体の淡会の議員 (2) 公共企業体の職員または役員

はなれない。 委員の任期は 2 年であるが， 有lì欠の委員は前任者

の残任期間在任する。再任されることは差しっかえなく ， 任期

満了後も後任者が任命されるまではその職務を行う。公益委員

は政党や， 政治団体の役員となったり，積極的に政治運動をし

てはいけないし， 常勤の公益委員は総斑!大臣の許可のある場合

のほか，報酬を得て他の職務に従事することや，営利事業を営

んだ り ，その他金銭上の利益を目的とする業務を行うことは禁

じられている。以上のような委員の欠絡条項や禁止事項に該当

する場合は織を失うのである。また総lill大臣は委員が心身の故

障のため職務の執行ができないと認める場合や， 職務上の義務

違反その他委員たるに適しない非行があると認める場合は，公

益委員のときは同議院の同意を得て ， 使用者委員や労働者委員

のときは委員会の同;立を得てその委負を罷免することができる。

委員会の会務を総理し， 委員会を代表するために公益委員の

うちから委員が選挙した会長が偉かれる。また会長の~J~ 自主ある

場合に備えて会長代理が置かれる。

委員会には地方における調停に|謝する事務を取り扱うため地

方調停委員会が低かれる。地方調停委員会の位鐙， 名称，管結

区域および需品 fi;'委員の数は政令で定められており，札幌，仙台，

東京，新潟， 名古屋， 大阪，広島， ïtfi松，福岡に置かれている。

地方調停委員会の調停委員の任免，欠絡条項，任期ll，失職等の

規定は委員会の場合と同様であるが， この場合は総理大陸の代

りに労働大臣，両議院の代りは委員会が行う。なお労働大i豆は

委員会の問:b:cを得て，調停委員候術者名簿を作製しておくこと

になっている。

委員会には~JH奮を経理させるため事務局が置かれ， 地方調停

委員会所在地に事務局支局が置かれる。事務局には事務局長，

事務局次長その他の職員が泣かれ， 支局には支局長が置かれる。

3 機能

委員会は公労法および公労法にもとづく政令にもとづいて事

務を行 うが， 公9J法および政令で定められた事項以外のこと.('，

委員会の行う手がしその{也事務処J!J!に l刻しては，委員会が定めた

公共企業休等労働委員会規則がある。したがって委員会にあっ

せん ， 制作，仲裁な どを申請または請求するときは， 委員会規

則にの っとって行わなければならない。

委員会が行う君臨務にはっさrのがl きものがある (1) 不当労働

行為に|刻すること これは公共企業体等が労働組合法第 7 条の

規定に違反したと ， 組合または幸IJID関係ある者が書面または口

頭で委員会に申立を行ったとき ， 委員会はそのことに|刻し調査

をし ， 若手間 を行い ， 事実の有無を認定し，その事実がある とき

は公共企業体労Jこ対 し命令を発し， l]l:突がないと認めたときは

申立をまJlTする 。 調査に際しては委員会は臨検，検査の権限が

あり，審問に際しては当事者は弁護人を立て， また証人を呼ぶ

ことができる。 地方で起った事件のときは委員会は地方調停委

員会の公益委員に調査 ・ 若手間を行わせることができ ， この場合

はその地方調停委員会の使用者委員および労働者委員は務問に

参与することができる。公労法第 17 条により駿員およびその

組合は， 向 J~!罷業，怠業， その他業務の正常な運営を阻E与する

一切の行為が禁じられており，このような禁止行為を共謀 し，

そそのかし， もしくはあおった者は悶法第 18 条により解雇さ

れる こ とにな づているが，職員がこの第四条で解雇された際，

それが労働組合法律~ 7 条違反であるとして委員会に申立てると

きは， その解雇の発令から 2 箇月以内でなければ， その申立は

受付けられない。委員会は申立のあった日から 2 箇月以内に決




